　　　藤岡市高齢者の居場所運営事業補助金交付要綱
　（趣旨）
第１条　この要綱は、藤岡市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱（平成２７年告示第１０９号）第４条第２号に規定する一般介護予防事業として、高齢者の居場所を提供する住民主体による活動を実施する団体(以下「団体」という。)を支援し、高齢者が地域で安心して生活できることを目的として、藤岡市高齢者の居場所運営事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、藤岡市補助金等に関する規則（昭和４２年規則第２号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。
　（定義）
第２条　この要綱において「高齢者の居場所」とは、高齢者が、健康状態又は心身の状況を問わず、気軽に集い交流できる場をいう。
　（補助対象事業）
第３条　補助金の交付対象となる高齢者の居場所は、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。
 (1)　団体に所属する者が３名以上であり、事業を１年以上継続して実施できること。
 (2)　月に２回以上開催し、１回あたり２時間以上の活動を行うこと。
 (3)　６５歳以上の高齢者が５名以上参加していること。
 (4)　本市における高齢者の居場所として、ホームページ等で情報を公開できること。
 (5)　営利活動、政治活動、宗教活動、特定のサークル活動等を目的としたものでないこと。
 (6)　団体に所属する者が藤岡市暴力団排除条例（平成２４年条例第２３号）第２条第３号に規定する暴力団員等でないこと。
　（補助対象経費）
第４条　補助金の交付対象となる経費は、前条に規定する活動に要する経費のうち、別表に掲げる費用とする。ただし、施設整備の費用及び食料費は除くものとする。
　（補助金額）
第５条　補助金の額は、５，０００円に事業実施月数を乗じて得た金額を上限額とし、他の補助金等の交付を受けている経費については、補助対象経費から除くものとする。
　（補助金の交付申請）
第６条　補助金の交付を受けようとする団体の代表者（以下「申請者」という。）は、高齢者の居場所運営事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。
 (1)　事業計画書
 (2)　収支予算書
 (3)　暴力団排除に関する誓約書(様式第２号)

　（補助金の交付決定）
第７条　市長は、前条の申請があった場合において、その内容を審査し、適当と認めたときは、高齢者の居場所運営事業補助金交付（不交付）決定通知書（様式第３号）により通知するものとする。
　（概算払）
第８条　この補助金は、市長が必要と認めた場合には概算払をすることができる。この場合において、前条の規定により補助金の交付決定を受けた申請者（以下「補助事業者」という。）が、概算払を受けようとするときは、高齢者の居場所運営事業補助金概算払請求書（様式第４号）を市長に提出するものとする。
　（補助事業の変更等）
第９条　補助事業者は、交付決定を受けた事業を変更し、又は廃止しようとするときは、高齢者の居場所運営事業変更（中止）承認申請書（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
 (1)　変更後の事業計画書
 (2)　前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
２　市長は、前項の申請書の提出を受けたときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、高齢者の居場所運営事業変更（中止）承認通知書（様式第６号）により補助事業者に通知するものとする。
　（実績報告）
第１０条　補助事業者は、事業が完了したときは、高齢者の居場所運営事業実績報告書（様式第７号）に次に掲げる書類を添えて、事業完了後１月以内又は補助金の交付を受けた年度の３月末日のいずれか早い日までに、市長に提出しなければならない。
 (1)　事業報告書
 (2)　収支決算書
 (3)　領収書の写し
 (4)　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
　（確定通知）
第１１条　市長は、前条の実績報告書が提出されたときは、その内容を審査し、事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、補助金の額を確定し、高齢者の居場所運営事業補助金確定通知書（様式第８号）により、速やかに補助事業者に通知するものとする。
　（補助金の請求等）
第１２条　補助事業者（第８条の規定により補助金の概算払を受けた補助事業者を除く。）は、前条の通知を受けたときは、高齢者の居場所運営事業補助金交付請求書（様式第９号）により、速やかに市長に補助金の交付を請求するものとする。
２　第８条の規定により補助金の概算払を受けた補助事業者は、前条の通知を受けたときは、高齢者の居場所運営事業補助金概算払精算書（様式第１０号）により、速やかに補助金の精算をしなければならない。
　（交付の取消し又は補助金の返還）
第１３条　市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部又は一部の返還を命じるものとする。
 (1)　偽りその他不正の手段により補助金の交付の決定を受けたとき。
 (2)　補助金を目的外に使用したとき。
 (3)　この要綱に違反したとき。
 (4)　交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交付されているとき。
２　市長は、前項の規定により補助金の交付を取り消し、又は交付した補助金の返還を命ずるときは、高齢者の居場所運営事業補助金交付決定取消通知書（様式第１１号）により、当該補助事業者に通知するものとする。
　（書類保存義務）
第１４条　補助金の交付を受けた補助事業者は、関係書類を当該補助金の交付を受けた日の属する年度の翌年度から５年間保存しなければならない。
　（補則）
第１５条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。
　　　附　則
　この告示は、令和２年４月１日から施行する。
別表（第４条関係）
	対象経費の項目
	内容

	報償費
	講師等への謝礼

	需用費
	文具等の消耗品費、チラシ等の印刷製本費、光熱水費

	役務費
	電話料等の通信運搬費、ボランティア保険等の保険料

	使用料及び賃借料
	会場等を使用するための費用

	備品購入費
	椅子等の備品購入費

	その他
	市長が必要と認める費用


